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本調査は、弊所の会員企業に対してアンケート調査を実施したものです。調査の概要については次頁をご覧下
さい。 
 
 

 調査結果のポイント 

１．新型コロナウイルスの感染拡大で「マイナスの影響が発生」した企業割合は 76.4％ 

 新型コロナウイルスの感染拡大に伴う企業活動への影響については、全産業で「マイナスの影響が

発生」が 76.4％、「現状ないが、今後マイナスの影響が発生見込み」が 14.5％となった（図表１）。 

２．前年同期比の売り上げ減少企業割合は、４-６月期が 65.4％、７-９月期が 68.7％ 

 2020年４-６月期の売り上げは、前年同期比「減少」の回答割合が全産業で 65.4％となり、前回（４

月）調査の見通し（72.1％）に比べ 6.7ポイント減少した（図表２）。 

 ７-９月期の見通しは、「減少」が 68.7％と４-６月期に比べ 3.3ポイント増加する（図表３）。 

３．2020年度の売り上げ見通しは、全産業の 70.5％が「減少」 

 2020年度の全産業の売り上げ見通しは、前年度比「減少」の回答割合が 70.5％となった（図表４）。 

 業種別ではサービス業のうち、旅客業、飲食業、ホテル・旅館業で「減少」が 100％となった。 

 売り上げ規模別にみると、前年度比「減少」の回答割合は１億円未満の企業で 88.4％と最も多くな

った（図表５）。 

 2020年度の売り上げ見通しの前年度比は、全産業の平均で△14.2％となった（図表６）。 

 業種別では、サービス業のうちホテル・旅館業が前年度比△50.8％と減少率が最も大きく、次いで、

旅客業が同△46.7％、飲食業が同△23.8％と、観光業は年間を通じて大幅な減収となる見通し。 

４．新型コロナへの対応で実施済みの経営面への対応策は、「当面の資金確保」、実施済みの

労務面への対応策は「訪問・出張・イベントの自粛」が最多 

 新型コロナへの経営面での対応策で「実施済み」の割合が最も高い回答は、全産業で「当面の資金

確保」が 61.6％、次いで「行政の支援策の活用」が 36.3％、「生産・販売計画の見直し」が 36.1％

となった（図表７）。 

 労務面での対応策で「実施済み」の割合が最も高い回答は、全産業で「訪問・出張・イベントの自

粛」が 76.9％、次いで「従業員の休業」が 39.8％となった（図表８）。 

５．今後、行政に求める支援策は、金銭的支援が上位に 

 今後、行政に求める支援策については、「雇用を維持した企業に対する助成」が全産業で 58.0％と

最も多く、次いで、「補助金制度の簡素化・拡充等」が 57.5％、「資金面での支援（給付金）」が 47.9％

と金銭的な支援が上位に挙がった（図表９）。また、需要を回復させるための「消費マインドを上

げる施策」が 35.8％と続いた。 
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【 調 査 の 概 要 】 

 

 

実施時期  ： 2020年９月中旬～10月上旬 

 

実施方法  ： 当研究所会員への郵送調査 

 

      対象企業  ： 県内企業 4,065社 

 

      回答企業数  ： 464 社 （ 回答率 11.4％ ） 

               うち製造業 220社、非製造業 244社 

    

      ※ グラフ等の回答割合については、四捨五入の関係で合計が 100 にならないことがある。 

  また、 無回答がある場合は、各グラフの作成から除いている。 
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１．新型コロナウイルスによる企業活動への影響について 

 新型コロナウイルスの感染拡大に伴う企業活動への影響については、全産業で「マイナスの影響が

発生」が 76.4％、「現状ないが、今後マイナスの影響が発生見込み」が 14.5％となった。一方、「プ

ラスの影響が発生」は 6.1％、「現状ないが、今後プラスの影響が発生見込み」は 0.9％となった（図

表１）。 

 主要４業種別にみると、「マイナスの影響が発生」という回答割合は製造業が 85.9％と最も多く、次

いでサービス業が 80.0％、卸小売業が 78.1％となった。建設業は、「現状ないが、今後マイナスの

影響が発生見込み」が 40.6％あり、今後の影響が懸念される。 

 

図表１ 新型コロナウイルスによる企業活動への影響について 

＜全産業＞ 
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２．新型コロナ感染拡大に伴う売り上げへの影響について 

 （１） 2020年４－６月期実績（産業別） 

 新型コロナ感染拡大に伴う 2020 年４-６月期の売り上げへの影響については、前年同期比「減少」

の回答割合が全産業で 65.4％となった（図表２）。前回（４月）調査における見通しは 72.1％であ

り、その割合は 6.7ポイント減少した一方、「増加」の回答割合は見通しを 9.8 ポイント上回った。 

 主要４業種でみると、「減少」の割合は卸小売業で 74.3％と最も多く、次いで製造業が 72.0％、サ

ービス業が 69.1％となっている。特に、サービス業のうち、旅客業、飲食業、ホテル旅館業では、

前回調査に続き全ての企業が「減少」と回答した。 

 

  

 

  

図表２ 2020年４-６月期売り上げ実績（前年同期比） 

＜参考＞４月調査（2020年４-６月期売り上げ見通し） 
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（２） 2020年７－９月期見通し（産業別） 

 2020年７-９月期の売り上げ見通しは、前年同期比「減少」の回答割合が全産業で 68.7％と、４-６

月期実績に比べ 3.3ポイント増加している（図表３）。 

 主要４業種でみると、建設業を除く業種で「減少」の回答割合が７～８割を占めた。また、４-６月

期実績と比較して卸小売業ではその割合が 2.7 ポイント減少したものの、製造業、建設業、サービ

ス業では増加している。 

 特にサービス業のうち旅客業、飲食業、ホテル旅館業は、４-６月期実績に続き全ての企業が「減少」

と回答しており、観光業界の深刻な落ち込みは続く見通し。 

 

図表３ 2020年７-９月期売り上げ見通し（前年同期比） 
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（３） 2020年度見通し（産業別） 

 2020年度の全産業の売り上げ見通しは、前年度比「減少」の回答割合が 70.5％となった（図表４）。

前回調査での見通しは 78.5％であり、減少企業の割合は８ポイント減少した。 

 主要４業種でみると、建設業を除き「減少」の回答は７割を超えているものの、前回調査と比較す

ると全業種でその割合は減少している。 

 しかしながら、サービス業のうち旅客業、飲食業、ホテル旅館業は、引き続き全ての企業で「減少」

の回答となった。 

 

図表４ 2020年度の売り上げ見通し（産業別） 

 

 

＜参考＞４月調査（2020年度の売り上げ見通し）（産業別） 

 

10.2

8.9

9.5

13.1

12.8

15.4

16.9

19.3

16.4

16.2

39.3

13.8

7.7

20.3

70.5

74.8

74.3

47.5

73.4

76.9

100.0

100.0

100.0

62.7

0 20 40 60 80 100

全産業(n=451)

製造業(n=214)

卸小売業(n=74)

建設業(n=61)

サービス業(n=94)

うち運輸業(n=13)

うち旅客業(n=6)

うち飲食業(n=5)

うちホテル・旅館業(n=11)

うちその他サービス業(n=59)

増加 前年度並み 減少

（％）

3.9

5.3

2.4

5.6

0.8

7.1

17.6

13.5

11.4

41.1

13.4

21.4

18.4

78.5

81.2

86.2

53.3

85.8

71.4

100.0

100.0

100.0

81.6

0 20 40 60 80 100

全産業（ｎ＝615）

製造業（ｎ＝266）

卸小売業（ｎ＝123）

建設業（ｎ＝90）

サービス業（ｎ＝127）

うち運輸業（ｎ＝14）

うち旅客業（ｎ＝8）

うち飲食業（ｎ＝7）

うちホテル旅館業（ｎ＝22）

うちその他サービス業（ｎ＝76）

増加 前年並み 減少

（％）（％）



6 

 

（４） 2020年度見通し（売り上げ規模別） 

 2020 年度の全産業の売り上げ見通しを売り上げ規模別にみると、前年度比「減少」の回答割合は１

億円未満の企業で 88.4％と最も多く、次いで１億～５億円未満が 74.8％となった（図表５）。 

 売り上げ規模が小さい企業ほど「減少」の回答割合が多くなる傾向がみられる。 

 

図表５ 2020年度の売り上げ見通し（売り上げ規模別） 
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（５）売り上げ実績と見通しの変化率 

 2020年４-６月期売り上げの前年同期比は、全産業の平均が△15.7％となった。主要４業種でみると、

サービス業が前年同期比△23.9％と減少率が最も大きくなった。また、サービスのうち、ホテル・

旅館業が同△87.7％と全産業の中で減少率が最も大きく、次いで旅客業が同△62.1％、飲食業が同

△32.0％となった（図表６）。 

 ７-９月期の売り上げ見通しは、全産業の平均が前年同期比△13.5％となった。主要４業種でみると、

製造業、サービス業が共に同△17.3％と減少率が最も大きくなった。サービス業のうち、ホテル・

旅館業は同△51.1％と全産業の中で減少率が最も大きく、旅客業は同△45.8％、飲食業は同△26.6％

と、４-６月期に比べいずれも減少幅は縮小したものの大幅な減収が続いている。 

 20年度見通しは、全産業の平均が前年度比△14.2％となった。主要４業種でみると、サービス業が

同△17.4％と減少率が最も大きくなった。サービス業のうち、ホテル・旅館業が同△50.8％と減少

率が最も大きく、次いで、旅客業が同△46.7％、飲食業が同△23.8％と、観光業は大幅な減収見通

しとなっている。 

 

図表６ 売り上げ実績と見通しの変化率（産業別） 

 
＜参考＞2020年度の売り上げ見通しの変化率（売り上げ規模別） 
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３．新型コロナの対応策 

 （１）経営面  

 新型コロナへの経営面での対応策の実施状況についてみると、「実施済み」は、全産業では「当面の

資金確保」が 61.6％と最も多く、次いで「行政の支援策の活用」が 36.3％、「生産・販売計画の見

直し」が 36.1％となった（図表７）。また、「顧客との会議のオンライン化」は 35.0％、「社内会議

のオンライン化」は 31.7％となり、３割を超える企業が会議のオンライン化を実施している。 

 業種別に「実施済み」の対応策をみると、製造業では「当面の資金確保」が 68.7％と最も多く、次

いで「生産・販売計画の見直し」が 52.6％、「行政の支援策の活用」が 49.1％と続いた。 

 非製造業では、「当面の資金確保」が 56.2％と最も多く、次いで「社内会議のオンライン化」が 30.7％、

「顧客との会議のオンライン化」25.1％となった。 

 非製造業のうち、観光業（旅客業、飲食業、ホテル・旅館業）では、「当面の資金確保」が 81.8％と

最も多く、次いで「行政の支援策の活用」が 60.0％となった。また、「新たな製品・サービス提供」

が 40.0％となり、テイクアウトの拡大など売り上げ減少を補う新たな取り組みを行っている。 

 

図表７ 新型コロナの対応策の実施状況 
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26.9

43.4

54.5

43.8

39.8

44.2

68.9

86.3

83.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

当面の資金確保

（n=217）

生産・販売計画の見直し

（n=213）

行政の支援策の活用

（n=212）

顧客との会議のオンライン化

（n=215）

社内会議のオンライン化

（n=211）

BCPの策定

（n=208）

設備投資計画の

延期・縮小・見直し（n=212）

受注・販売等のオンライン化

（n=209）

顧客との手続きの

ペーパレス化（n=210）

社内事務手続きの

ペーパレス化（n=211）

新たな製品・サービスの提供

（n=206）

サプライチェーンの見直し

（n=209）

事業拠点の移転・縮小

（n=211）

その他

（n=36）

実施済み 実施予定 検討中 実施しない

61.6

36.3

36.1

35.0

31.7

19.1

13.6

13.1

11.4

10.8

10.0

2.3

2.1

7.8

4.7

6.8

15.2

8.8

5.0

14.4

7.4

9.7

14.0

10.8

14.0

3.3

2.3

3.9

7.8

21.1

23.9

22.6

14.8

35.1

24.1

25.9

35.2

31.9

30.1

16.1

7.3

7.8

25.9

35.8

24.8

33.6

48.4

31.4

54.9

51.4

39.4

46.6

45.9

78.3

88.4

80.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

当面の資金確保

（n=451）

行政の支援策の活用

（n=427）

生産・販売計画の見直し

（n=440）

顧客との会議のオンライン化

（n=443）

社内会議のオンライン化

（n=438）

BCPの策定（n=424）

受注・販売等のオンライン化

（n=435）

設備投資計画の

延期・縮小・見直し（n=444）

社内事務手続きの

ペーパレス化（n=437）

顧客との手続きの

ペーパレス化（n=436）

新たな製品・サービスの提供

（n=429）

サプライチェーンの見直し

（n=429）

事業拠点の移転・縮小

（n=438）

その他

（n=77）

実施済み 実施予定 検討中 実施しない
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        ＜非製造業＞                   ＜観光業＞ 

56.2

30.7

25.1

24.6

21.1

19.8

13.4

10.8

10.6

9.0

8.3

2.3

1.4

10.0

4.0

6.9

8.2

5.8

15.6

10.1

7.4

10.3

11.9

8.1

8.3

1.8

2.4

5.0

7.1

18.8

25.6

23.2

29.4

35.3

24.4

31.0

39.4

24.7

34.1

6.0

9.0

7.5

32.7

43.6

41.1

46.4

33.9

34.8

54.8

47.9

38.1

58.3

49.3

89.9

87.3

77.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

当面の資金確保

（n=226）

社内会議のオンライン化

（n=218）

顧客との会議のオンライン化

（n=219）

行政の支援策の活用

（n=207）

生産・販売計画の見直し

（n=218）

BCPの策定

（n=207）

受注・販売等のオンライン化

（n=217）

新たな製品・サービスの提供

（n=213）

社内事務手続きの

ペーパレス化（n=218）

設備投資計画の

延期・縮小・見直し（n=223）

顧客との手続きの

ペーパレス化（n=217）

事業拠点の移転・縮小

（n=218）

サプライチェーンの見直し

（n=212）

その他

（n=40）

実施済み 実施予定 検討中 実施しない

81.8

60.0

40.0

35.0

30.0

21.1

19.0

11.1

5.0

4.8

4.8

50.0

9.1

10.0

15.0

20.0

5.0

5.3

14.3

16.7

10.0

20.0

30.0

35.0

25.0

10.5

23.8

22.2

20.0

23.8

23.8

5.0

11.1

9.1

10.0

15.0

10.0

40.0

63.2

42.9

50.0

65.0

71.4

71.4

95.0

88.9

50.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

当面の資金確保

（n=22）

行政の支援策の活用

（n=20）

新たな製品・サービスの提供

（n=20）

生産・販売計画の見直し

（n=20）

受注・販売等のオンライン化

（n=20）

社内会議のオンライン化

（n=19）

設備投資計画の

延期・縮小・見直し（n=21）

BCPの策定

（n=18）

顧客との会議のオンライン化

（n=20）

社内事務手続きの

ペーパレス化（n=21）

顧客との手続きの

ペーパレス化（n=21）

事業拠点の移転・縮小

（n=20）

サプライチェーンの見直し

（n=18）

その他

（n=2）

実施済み 実施予定 検討中 実施しない
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（２）労務面 

 新型コロナへの労務面での対応策の実施状況についてみると、「実施済み」は、全産業では「訪問・

出張・イベントの自粛」が 76.9％と最も多く、次いで「従業員の休業」が 39.8％となった（図表８）。 

 業種別に「実施済み」の対応策をみると、製造業では「訪問・出張・イベントの自粛」が 82.5％と

最も多く、次いで「従業員の休業」が 57.1％、「従業員の雇用調整」が 34.0％と続いた。 

 非製造業では、「訪問・出張・イベントの自粛」が 72.0％と最も多く、次いで「テレワーク・在宅勤

務の実施」が 27.2％、「出退勤時間や短時間勤務など勤務時間の変更」が 27.0％となった。 

 非製造業のうち、観光業（旅客業、飲食業、ホテル・旅館業）では、「訪問・出張・イベントの自粛」

と「従業員の休業」がいずれも 60.0％となり、「従業員の雇用調整」が 57.1％、「出退勤時間や短時

間勤務など勤務時間の変更」が 50.0％と続いた。 

図表８ 新型コロナへの労務面での対応策の実施状況 

   

       ＜非製造業＞                  ＜観光業＞ 

       ＜全産業＞        ＜製造業＞ 

60.0

60.0

57.1

50.0

5.0

10.0

9.5

5.0

10.0

10.0

14.3

15.0

5.0

25.0

20.0

19.0

30.0

95.0

100.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問・出張・イベントの自粛

（n=20）

従業員の休業

（n=20）

従業員の雇用調整

（n=21）

出退勤時間や短時間勤務など

勤務時間の変更（n=20）

テレワーク・在宅勤務の実施

（n=20）

その他（n=5）

実施済み 実施予定 検討中 実施しない

72.0

27.2

27.0

24.3

15.5

3.1

4.4

2.2

1.3

1.3

1.3

8.4

9.4

11.9

6.2

6.6

6.3

15.1

61.2

59.7

68.1

76.5

90.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問・出張・イベントの自粛

（n=225）

テレワーク・在宅勤務の実施

（n=224）

出退勤時間や短時間勤務など

勤務時間の変更（n=226）

従業員の休業

（n=226）

従業員の雇用調整

（n=226）

その他

（n=32）

実施済み 実施予定 検討中 実施しない

82.5

57.1

34.0

26.6

24.8

15.6

1.4

2.8

1.4

2.8

1.9

6.9

6.9

7.9

11.7

11.2

3.1

9.2

33.2

56.7

58.9

62.1

81.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問・出張・イベントの自粛

（n=217）

従業員の休業

（n=217）

従業員の雇用調整

（n=215）

出退勤時間や短時間勤務など

勤務時間の変更（n=214）

テレワーク・在宅勤務の実施

（n=214）

その他

（n=32）

実施済み 実施予定 検討中 実施しない

76.9

39.8

26.6

26.0

24.1

10.6

3.5

2.0

2.0

2.0

1.3

7.5

6.4

11.6

10.3

7.1

4.5

12.0

51.8

59.8

61.7

67.4

84.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問・出張・イベントの自粛

(n=451)

従業員の休業

(n=450)

出退勤時間や短時間勤務など

勤務時間の変更(n=448)

テレワーク・在宅勤務の実施

(n=446)

従業員の雇用調整

(n=448)

その他

(n=66)

実施済み 実施予定 検討中 実施しない
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４．今後、行政に求める支援策について 

 今後、行政に求める支援策については、全産業で「雇用を維持した企業に対する助成」が 58.0％と

最も多く、次いで、「補助金制度の簡素化・拡充等」が 57.5％、「資金面での支援（給付金）」が 47.9％

となっている（図表９）。また、これらの金銭的な補助に加え、需要を回復させるための「消費マイ

ンドを上げる施策」が 35.8％と続いた。 

 業種別にみると、製造業では「雇用を維持した企業に対する助成」が 67.3％と最も多く、次いで、

「補助金制度の簡素化・拡充等」が 63.5％となった。非製造業では「補助金制度の簡素化・拡充等」

が 51.4％と最も多く、次いで「雇用を維持した企業に対する助成」が 48.6％となっている。 

 非製造業のうち、観光業（旅客業、飲食業、ホテル・旅館業）では、「資金面での支援（給付金）」

が 76.2％と最も高く、次いで「補助金制度の簡素化・拡充等」が 47.6％となった。 

 

図表９ 今後、行政に求める支援策 

 

以上 

58.0 

57.5 

47.9 

35.8 

34.7 

30.4 

25.8 

13.7 

3.9 

67.3 

63.5 

51.7 

31.8 

30.8 

32.2 

36.0 

15.6 

3.8 

48.6 

51.4 

44.1 

40.5 

38.7 

28.4 

16.2 

11.3 

4.1 

42.9 

47.6 

76.2 

42.9 

28.6 

33.3 

33.3 

4.8 

4.8 

0 20 40 60 80

雇用を維持した企業に

対する助成

補助金制度の

簡素化・拡充等

資金面での支援

（給付金）

消費マインドを

上げる施策

IT導入の

経費補助

資金面での支援

（融資）

休業補償

販路開拓支援

その他

全体（n=438）

製造業（n=211）

非製造業（n=222）

非製造業のうち

観光業（n=21）

（％）

（注）複数回答


